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※金額については、表示単位未満を四捨五入して端数調整をしていないものが

あるため、合計等と一致しない場合があります。 
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１．平成３０年度決算のポイント 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質収支とは 形式収支（歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額）から、翌年

度に繰り越す事業に充てるための財源を差し引いたもので、当該年度に属す

べき収入と支出の差を示しています。 

その金額の１／２以上は財政調整基金に積み立てるか、または地方債の繰

上げ償還を行うことになっており、残りは前年度繰越金として翌年度の歳入

となります。 

一般会計決算の状況

30年度① 29年度② 増減①-② 増減比

歳 入 決 算 額 Ａ 315億3,713万円 312億2,289万円 3億1,424万円 1.0%

歳 出 決 算 額 Ｂ 306億6,916万円 305億6,423万円 1億493万円 0.3%

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ-Ｂ 8億6,797万円 6億5,866万円 2億931万円

繰 越 財 源 Ｄ 3億7,096万円 1億0,067万円 2億7,029万円

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ-Ｄ 4億9,701万円 5億5,799万円 ▲6,098万円

歳入決算額

315億3,713万円

歳出決算額

306億6,916万円

310億円 320億円

5億5,799万円 4億9,701万円

9億462万円 9億2,044万円

5億6,349万円
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一般会計決算の状況

実質収支（黒字額）の推移

翌年度繰越財源 3億7,096万円

290億円 300億円

実質収支

形式収支

4億9,701万円

8億6,797万円

実質収支 ４億９，７０１万円（前年度比６，０９7 万円減） 

平成 30年度一般会計の決算規模は、歳入が３１５億３，７１３万円で対前年度 3億１，４２４

万円（１．０％）の増、歳出は３０６億６，９１６万円で対前年度１億４９３万円（０．３％）の

増となり、翌年度への繰越財源を差し引いた実質収支は４億９，７０１万円となりました。 

なお、財政調整基金の取り崩しなどを加味した普通会計における実質単年度収支は▲５億７，８

３８万円となり、昨年度に続き２年連続の赤字となりました。 
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市債発行額及び市債残高の推移

3,807,528 3,844,179 3,673,920 4,939,001 4,317,421

40,887,575
39,568,012

38,591,660 38,994,381 38,721,310
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市債発行額 市債残高
（単位：千円）

（市債残高）（市債発行額）

一般会計・各特別会計市債残高（純計処理前数値） （単位：千円）

会　　　　計　
平成29年度末
残　高（Ａ）

平成30年度
発　行　額

平成30年度
元金償還額

平成30年度末
残　高（Ｂ）

増　減
（Ｂ）－（Ａ）

一 般 会 計 38,994,381 4,317,421 4,590,492 38,721,310 ▲ 273,071

住 宅 資 金 特 別 会 計 4,437 0 1,853 2,584 ▲ 1,853

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 5,175,471 33,400 325,153 4,883,718 ▲ 291,753

農 業 集落 排水 事業 特別 会計 2,963,609 9,600 177,512 2,795,697 ▲ 167,912

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 467,538 37,700 11,651 493,587 26,049

合　　　　計 47,605,436 4,398,121 5,106,661 46,896,896 ▲ 708,540

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公債費負担 

適正化計画とは 

実質公債費比率１８％以上となる地方公共団体が、地方債の許可を受け

るにあたって策定を義務付けられている計画で、総務大臣はこの計画の内

容及び実施状況を勘案のうえ、地方債の発行を許可することとなっていま

す。 

庄原市では、平成２７年度決算から実質公債費比率が１８％を下回った

ため計画策定義務はなくなりましたが、引き続き公債費負担適正化計画を

策定することで、地方債の借入を抑制し、公債費負担割合の適正化に努め

ます。 

《市債》一般会計市債の現在高は前年度より 
              ２億７，３０７万円の減 
 平成３０年度の一般会計の市債発行額は、平成３０年７月豪雨災害に伴う災害復旧工事を最優

先に実施するために道路整備事業などに係る事業費の減額調整、あけぼの荘整備や小児科診療

所・病児病後児保育施設整備、庄原小学校整備などの事業完了により、６億２，１５８万円減の

４３億１，７４２万円となりました。 

この結果、一般会計における市債の現在高は３８７億２，１３１万円となり、前年度より２億

７，３０７万円減少しました。 

また、実質公債費比率は１４．４％となり、前年度と比較し０．７％改善されました。 
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（１）歳入決算の概要 

平成３０年度の一般会計歳入決算額は、３１５億３，７１３万円（対前年度１．０％増）とな

りました。主な歳入の増減は以下のとおりです。 

  

２．歳入決算の概要 

① 市 税 ： 個人市民税１２億８，８１４万円（５，６４９万円減）、法人市民税２億３６万

円（１，９１５万円減）となり、市民税全体で１４億８，８５０万円（７，５６

４万円減）となった。また、固定資産税は１９億１，７４５万円（２，７７５万

円減）、軽自動車税は１億４，２１２万円（１９８万円増）となり、市税全体で

は前年度比１億４８６万円（２．７％）減の３７億６，６６９万円。 

② 各種交付金  ： 地方消費税交付金６億８，２９８万円（８７２万円増）、自動車取得税交付金 

１億４，８３３万円（６００万円増）、株式等譲渡所得割交付金９６５万円（５

８６万円減）など、前年度比４５０万円（０．５％）増の８億７，４７８万円。 

③ 地方交付税 ： 合併算定替の特例措置の段階的縮減などの影響により普通交付税が１１８億２，

３５９万円（３億５，４９２万円減）に減少した。特別交付税は２１億５０３万

円（２億８，７４５万円増）と前年度から増加したが、地方交付税全体では前年

度比６，７４６万円（▲０．５％）減の１３９億２，８６２万円。 

④ 国庫支出金 ： 現年発生公共災害復旧費負担金 2億８，６３７万円（２億６，０６４万円増）、

現年発生災害査定設計委託費補助金１億６，８３３万円（皆増）、災害等廃棄物

処理事業費補助金１，４３７万円（皆増）などが増加し、前年度比２億８，０５

５万円（１３．６％）増の２３億４，３４７万円。 

⑤ 県 支 出 金 ： 畜産競争力強化対策事業補助金５億２，２９９万円（１億４，３９９万円増）、

現年災害査定設計委託費補助金 1億１，４６１万円（１億１，１００万円増）、

現年農地災害復旧事業補助金３，２３３万円（２，５１２万円増）などにより、

前年度比１億４，０７４万円（５．６％）増の２６億７，４７０万円。 

⑥ 財 産 収 入 ： 立木竹売払収入６４４万円（３１９万円減）、物品売払収入３５５万円（３１１

万円減）などにより、前年度比７７１万円（▲１４．８％）減の４，４２６万

円。 

⑦ 繰 入 金 ： 財政調整基金の取り崩し８億円（３億５，０００万円増）や減債基金の取り崩し

２億８，１５４万円（皆増）などにより、前年度比７億７，９１８万円（７６．

１％）増の１８億３１２万円。 

⑧ 諸 収 入 ： 市有財産補償料１２６万円（２，４１３万円減）やスポーツ振興くじ助成金

（１，６００万円減）の皆減、災害共済金１，０９９万円（７７８万円減）など

により、前年度比８，３７８万円（▲１９．７％）減の３億４，１７０万円。 

⑨ 市 債 ： 単独公共災害復旧事業が３億６，４４０万円の皆増、街路整備事業が１億８５０

万円（８，８００万円増）となったものの、道路整備事業４億４，９１０万円

（２億４，５５０万円減）や健康増進施設整備事業２９０万円（２億２，０２０

万円減）、災害防除事業１億３，３００万円（１億９，８２０万円減）などによ

り、前年度比６億２，１５８万円（１２．６％）減の４3億１，７４２万円。 

⑩ そ の 他 ： 災害救助費寄付金１，５５０万円の皆増、前年度繰越金（繰越明許）１，８６３

万円の減などにより、前年度比１，０６２万円（▲１．０％）減の１０億６５８

万円。 
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歳入決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

▲ 2.2

72.3

34.4 ▲ 621,580

16.0

▲ 7,710

779,175

▲ 83,776

▲ 14.8

76.1

425,474

51,973

1,023,948

▲ 19.7

▲ 1.0 1,017,200

合　　　　計 31,537,125 1.0 31,222,888 4.2 314,237

財 産 収 入

繰 入 金

諸 収 入

44,263

1,803,123

341,698

対前年度 対前年度

0.6 ▲ 104,855

国 庫 支 出 金 2,343,465 13.6 2,062,912

県 支 出 金 2,674,695 5.6 2,533,954

11.6地 方 特 例 交 付 金 11,144

地 方 譲 与 税

市 税

歳　入　項　目

874,783

平成30年度
決算額　　Ａ

各 種 交 付 金 0.5

424,650 1.0

9,983

4,502

11.8 1,161

870,281 7.1

▲ 8.7 280,553

14.9 140,741

▲ 4.2 ▲ 67,463

※各種交付金とは、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自
動車取得税交付金、交通安全対策特別交付金をいいます。

▲ 7.5

地 方 交 付 税 13,928,621

※その他とは、分担金及び負担金、使用料及び手数料、寄附金、繰越金をいいます。

▲ 10,623

市 債 4,317,421 ▲ 12.6 4,939,001

そ の 他 1,006,577

420,538 ▲ 0.5 4,112

3,766,685 ▲ 2.7 3,871,540

平成29年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ

▲ 0.5 13,996,084

市税 11.9%
地方譲与税 1.3%

各種交付金 2.8%

地方特例交付金 0.1%

地方交付税 44.2%

国庫支出金 7.4%

県支出金 8.5%

財産収入 0.1%

繰入金 5.7%

諸収入 1.1%

市債 13.7%
その他 3.2%

市税 地方譲与税 各種交付金 地方特例交付金 地方交付税 国庫支出金

県支出金 財産収入 繰入金 諸収入 市債 その他

平成30年度歳入決算額の構成比
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（２）市税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《市税》 個人市民税及び固定資産税の減により 

 ３７億６，６６９万円 
個人市民税が所得割分の減少などにより前年度比５，６４９万円（▲４．２％）減、法人市民税が

設備投資などによる減益のため前年度比１，９１５万円（▲８．７％）減となったことにより、市民

税全体では７，５６４万円（▲４．８％）減となりました。また、固定資産税２，７７５万円（▲１．

４％）減などにより、税収全体では前年度比１億４８６万円（▲２．７％）減の３７億６，６６９万

円となりました。 

市税決算額の前年度対比 (単位：千円、％)

0.6

16,062

▲ 2.3

▲ 806入 湯 税 ▲ 1.2

鉱 産 税

15,256 ▲ 5.0

▲ 104,855▲ 2.7 3,871,540

53

市 た ば こ 税 205,492

552

202,801

10.6 499

142,120

1,945,203

140,139

法 人 分

▲ 1.41,917,452

6.3

▲ 75,641

▲ 56,489

200,363

1,488,504

▲ 8.7

2.5

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度

▲ 27,751

▲ 19,152

1,981

▲ 15.9219,515

▲ 0.2

▲ 5.8 ▲ 2,691

1,344,630

1,564,145

平成29年度
決算額　　Ｂ

個 人 分

軽 自 動 車 税

市 民 税 2.5

固 定 資 産 税

1.4

合　　　　計 3,766,685

▲ 1.3

市　税　項　目
対前年度

▲ 4.8

▲ 4.2

平成30年度
決算額　　Ａ

1,288,141

3,844,474 
3,761,168 3,847,487 

3,871,540 

3,766,685 

91.3 90.7 90.7 90.7 90.0 
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市税決算額

市税徴収率
決算額
（千円）

個人分 34.2%

法人分 5.3%
固定資産税 50.9%

軽自動車税 3.8%

市たばこ税 5.4% その他 0.4%

個人分 法人分 固定資産税 軽自動車税 市たばこ税 その他

平成30年度市税の構成比

市税決算額と徴収率の推移
徴収率
（％）
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臨時財政対策債の前年度対比 (単位：千円、％)

19年度

20年度

21年度

22年度

平成30年度
決算額　　Ａ

平成29年度
決算額　　Ｂ

差　　引
Ａ-Ｂ対前年度 対前年度

▲ 0.9 ▲ 19,980臨 時 財 政 対 策 債 712,821 ▲ 2.7 732,801

1,086,628 999,479 

739,120 732,801 712,821 
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（単位：千円）
臨時財政対策債の推移

（３）地方交付税について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）臨時財政対策債について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《地方交付税》普通交付税の減により１３９億２，８６２万円 
普通交付税は、合併算定替の特例措置の段階的縮減率が、平成 2９年度の５割から平成３０年度

は７割へ増加したことなどにより、前年度比３億５，４９２万円減の１１８億２，３５９万円とな

りました。 

特別交付税は、平成 30年７月豪雨に伴う災害復旧事業に係る交付額の増額などもあり、前年度

比２億８，７４５万円増の２１億５０３万円となりましたが、地方交付税全体では前年度比６，７

４６万円（▲０．５％）減の１３９億２，８６２万円となりました。 

 

《臨時財政対策債》 前年度から減額 ７億１，２８２万円 

臨時財政対策債は、前年度比１，９９８万円（▲２．７％）減の７億１，２８２万円の発行とな

りました。 

地方交付税の前年度対比 (単位：千円、％)

▲ 67,463▲ 4.2

15.8 1,817,574 ▲ 3.1 287,453

13,996,084▲ 0.5

特 別 交 付 税 2,105,027

平成29年度
決算額　　Ｂ

▲ 4.4 ▲ 354,916

対前年度

差　　引
Ａ-Ｂ

地方交付税項目

13,928,621

平成30年度
決算額　　Ａ

合　　　　計

対前年度

普 通 交 付 税 11,823,594 ▲ 2.9 12,178,510

14,165,385 13,638,873 12,733,851 12,178,510 11,823,594 

1,848,198
1,843,149

1,876,211 1,817,574 2,105,027

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

（単位：千円） 普通交付税 特別交付税

地方交付税の推移



 

７ 

平成３０年度の一般会計歳出決算額は、３０６億６，９１６万円（対前年度０．３％増）とな

りました。主な歳出の増減は以下のとおりです。 

 

（１）歳出決算額（款別） 

① 議 会 費 ： 議員人件費が１億４，４７７万円（３７２万円増）となったことなどにより、

前年度比５０４万円（２．５％）増の２億５５５万円。 

② 総 務 費 ： 市長選挙及び市議会議員選挙費４，５７５万円の皆減や衆議院議員選挙費３，

７７７万円の皆減、行政情報処理事業１億６，９８５万円（行政事務処理シス

テムリース料ほか３，３１１万円減）など、前年度比１億６，１６５万円（▲

３．９％）減の４０億５５９万円。 

③ 民 生 費 ： 災害救助事業が１億１，８１１万円（１億１，４０４万円増）と増加したもの

の、臨時福祉給付金事業１億３，３０４万円の皆減や、保育所管理運営事業１

０億５９５万円（３，９８６万円減）が減少したことにより、前年度比６，９

４９万円（▲０．９％）減の７４億８９３万円。 

④ 衛 生 費 ： 新焼却施設整備事業が１億２，４４４万円（１億１，２７５万円増）となった

ものの、健康増進施設（あけぼの荘）整備事業２億５，３１５万円の皆減や小

児科診療施設整備事業３，３１２万円（１億５，５１４万円減）など、前年度

比３億４，５３７万円（▲１０．０％）減の３０億９６６７万円。 

⑤ 労 働 費 ： 中国労働金庫預託金６，８００万円、庄原地区メーデー開催費等補助金１０万

円。 

⑥ 農林水産業費 ： 畜産振興事業が５億３，３１８万円（強い農業づくり交付金事業補助金ほか２

億２，９５４万円増）、耕地推進事業が９，５４５万円（農林施設整備事業補助

金ほか７，９６０万円増）と増加したものの、和牛振興対策事業２，０９０万

円（畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業補助金ほか９，７６０万円減）

や地籍調査事業７６６万円（４，８７８万円減）、合板・製材生産性強化対策事

業６，９１５万円（路網整備事業補助金ほか４，２３８万円減）などが減少

し、前年度比２，７３７万円（▲１．０％）減の２６億３，０６３万円。 

⑦ 商 工 費 ： 地方創生拠点整備事業（庄原さとやま体験ブランディング事業）３，８３６万円

が皆減となったものの、企業立地対策事業５，８２２万円（企業立地助成金ほか

４，１９９万円増）の増加などにより、前年度比１，０７４万円（１．８％）増

の５億９，９９６万円。 

⑧ 土 木 費 ： 道路新設改良事業（単独）の３億４，３０４万円（２億２，９７２万円減）

や、災害防除事業１億４，４４６万円（２億６０５万円減）、除雪事業１億９，

３２０万円（１億４，６８１万円減）が減少したことなどにより、前年度比４

億２，０１１万円（▲１３．１％）減の２７億８，８１２万円。 

⑨ 消 防 費 ： 消防組合事業８億８，３８０万円（備北地区消防組合負担金ほか１，５６０万

円減）など、前年度比５９４万円（▲０．５％）減の１１億１，７４７万円。 

⑪ 教 育 費 ： 小学校施設整備事業が６，３１４万円（庄原小学校グラウンド整備工事の完了

ほか１億９，３７９万円減）、社会体育施設管理事業が１億２，５８４万円（総

合体育館屋根修繕工事の完了ほか９，２０５万円減）など、前年度比３億２，

７９９万円（▲１４．８％）減の１８億８，４０２万円。 

⑫ 災害復旧費 ： 現年公共災害復旧事業９億４，５８４万円（８億８，２０９万円増）や単独公
共災害復旧事業２億２，２７１万円の皆増、現年農業用施設災害復旧事業２億

９，０９９万円（２億１，０００万円増）など、前年度比１４億５，６４３７

万円（７４３．９％）増の１６億５，２２０万円。 

⑬ 公 債 費 ： 前年度比５２５万円（０．１％）増の４８億３，３１４万円。 

⑭ 諸 支 出 金 ： 過疎地域自立促進基金の積み立て３億７，３１２万円（１，９０９万円減）な
どにより、前年度比１，４６４万円（▲３．７％）減の３億７，８７９万円。 

３．歳出決算の概要 
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歳出決算額（款別）の前年度対比 (単位：千円、％)

平成30年度 平成29年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　Ｂ 対前年度 Ａ-Ｂ

議 会 費 205,547 2.5 200,506 ▲ 0.5 5,041

総 務 費 4,005,593 ▲ 3.9 4,167,241 ▲ 0.1 ▲ 161,648

民 生 費 7,408,927 ▲ 0.9 7,478,415 ▲ 0.8 ▲ 69,488

衛 生 費 3,096,665 ▲ 10.0 3,442,036 44.6 ▲ 345,371

労 働 費 68,100 0.0 68,100 0.0 0

農 林 水 産 業 費 2,630,629 ▲ 1.0 2,657,994 19.0 ▲ 27,365

商 工 費 599,955 1.8 589,213 15.5 10,742

土 木 費 2,788,116 ▲ 13.1 3,208,221 3.0 ▲ 420,105

消 防 費 1,117,472 ▲ 0.5 1,123,408 6.5 ▲ 5,936

教 育 費 1,884,019 ▲ 14.8 2,212,008 ▲ 4.2 ▲ 327,989

災 害 復 旧 費 1,652,203 743.9 195,774 36.6 1,456,429

公 債 費 4,833,143 0.1 4,827,891 ▲ 3.4 5,252

諸 支 出 金 378,787 ▲ 3.7 393,426 ▲ 27.3 ▲ 14,639

合　　　　計 30,669,156 0.3 30,564,233 4.4 104,923

歳　出　項　目

議会費

0.7%
総務費

13.1%

民生費

24.2%

衛生費

10.1%
労働費

0.2%農林水産業費

8.6%

商工費

1.9%

土木費

9.1%

消防費

3.6%

教育費

6.1%

災害復旧費

5.4%

公債費

15.8%
諸支出金

1.2%

議会費 総務費 民生費 衛生費 労働費

農林水産業費 商工費 土木費 消防費 教育費

災害復旧費 公債費 諸支出金

平成30年度歳出決算額（款別）の構成比
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（２）歳出決算額（性質別） 
 

① 人 件 費 ： 平成 30年７月豪雨に伴う災害救助事業に係る事務の増加などにより、前年度

比８，４４３万円（２．１％）増の４０億２，９８４万円。 

② 物 件 費 ： 除雪に係る委託料の減により除雪事業が１億５，９９５万円減、豪雨災害に

より事業の実施が困難だったため、翌年度に事業繰越を行った地籍調査事業

が４，８６８万円減、衆議院議員選挙費及び県知事選挙費の皆減などによ

り、前年度比２億２，８８１万円（▲５．６％）減の３８億３，７６２万

円。 

③ 維持補修費 ： コミュニティーセンター修繕料が８８０万円減、集会所の修繕料が６２７万

円減など、前年度比１，８７８万円（▲２１．４％）減の６，８８５万円。 

④ 扶 助 費 ： 災害見舞金の増により災害救助事業が１，０８８万円増加したものの、臨時

福祉給付金事業が１億２，２２４万円の皆減、児童手当や児童扶養手当の減

少により児童措置事業が１，２３１万円の減、養護老人ホーム入所措置費の

４９８万円減などにより、前年度比１億７，７４３万円（▲４．６％）減の

３６億４，９３６万円。 

⑤ 補 助 費 等 ： 市長選挙及び市議会議員選挙に係る選挙運動公費負担金が１，７２０万円の

皆減、さとやま体験ブランディング事業の完了による庄原市観光協会補助金

の減少などで観光交流事業が１，５９４万円の減、備北地区消防組合負担金

が１，５６０万円の減など、前年度比７，８３４万円（▲１．９％）減の３

９億５，５８０万円。 

⑥ 普通建設事業費 ： 健康増進施設（あけぼの荘）整備完了による２億５，３１５万円の皆減や、

災害復旧を最優先に実施するための事業費調整を行ったことにより、道路新

設改良事業（単独）が２億２，９７２万円、災害防除事業が２億６０５万円の

減少となるなど、前年度比８億５，３１７万円（▲１４．１％）減の５２億１９

９万円。 

⑦ 災害復旧事業費 ： 平成 30年７月豪雨に伴う災害復旧事業に要する事業費として、単独公共災害

復旧事業が２億２，２７１万円の皆増、現年公共災害復旧事業９億４，５８

４万円（８億８，２０９万円増）、現年農業用施設災害復旧事業２億９，０９

９万円（２億１，０００万円増）など、前年度比１４億７，６６０万円（７

５４．２％）増の１６億７，２３７万円。 

⑧ 公 債 費 ： 前年度比１，２８０万円（０．３％）増の４７億５，７４０万円。 
※前頁の公債費との差額は、性質別では公営企業にかかる「公債費」を公営企業

特別会計への「繰出金」として集計してあるため。 

⑨ 積 立 金 ： 平成 30年度から実施をはじめた市民団体等事業支援に係るふるさと応援寄附

金の基金積立金が２６５万円の皆増となったものの、過疎地域自立促進基金

への積立が１，９０９万円減少するなどにより、前年度比１，４６３万円

（▲３．７％）減の３億７，８７８万円。 

⑩ 投資及び出資金 ： 水道事業出資金の皆減により前年度比５，１９５万円減。 

⑪ 貸 付 金 ： 奨学金が７４５万円、中小企業融資預託金が４０２万円減少するなど、前年

度比７７６万円（▲４．５％）減の１億６，４６５万円。 

⑫ 繰 出 金 ： 後期高齢者医療事業の医療給付費負担金が３，４２６万円の減、浄化槽整備

事業特別会計繰出金が１，１００万円の減など、前年度比３，８０３万円

（▲１．３％）減の２９億５，２４９万円。 
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歳出決算額（性質別）の前年度対比 (単位：千円、％)
平成30年度 平成29年度 差　　引
決算額　　Ａ 対前年度 決算額　　B 対前年度 Ａ-Ｂ

人 件 費 4,029,843 2.1 3,945,415 ▲ 0.7 84,428

物 件 費 3,837,624 ▲ 5.6 4,066,435 ▲ 3.1 ▲ 228,811

維 持 補 修 費 68,853 ▲ 21.4 87,628 14.3 ▲ 18,775

扶 助 費 3,649,359 ▲ 4.6 3,826,788 ▲ 3.3 ▲ 177,429

補 助 費 等 3,955,804 ▲ 1.9 4,034,146 6.5 ▲ 78,342

普 通 建 設 事 業 費 5,201,986 ▲ 14.1 6,055,156 41.8 ▲ 853,170

災 害 復 旧 事 業 費 1,672,370 754.2 195,774 36.6 1,476,596

公 債 費 4,757,402 0.3 4,744,604 ▲ 2.9 12,798

積 立 金 378,776 ▲ 3.7 393,410 ▲ 27.3 ▲ 14,634

投 資 及 び 出 資 金 0 ▲ 100.0 51,948 263.1 ▲ 51,948

貸 付 金 164,649 ▲ 4.5 172,411 ▲ 7.2 ▲ 7,762

繰 出 金 2,952,490 ▲ 1.3 2,990,518 ▲ 7.6 ▲ 38,028

合　　　　計 30,669,156 0.3 30,564,233 4.4 104,923

歳　出　項　目

人件費

13.1%
物件費

12.5%

維持補修費

0.2%

扶助費

11.9%

補助費等

12.9%

普通建設事業費

17.0%

災害復旧事業費

5.5%

公債費

15.5%

積立金

1.2%

投資及び出資金

0.0%

貸付金

0.5%
繰出金

9.6%

人件費 物件費 維持補修費 扶助費

補助費等 普通建設事業費 災害復旧事業費 公債費

積立金 投資及び出資金 貸付金 繰出金

平成30年度歳出決算額（性質別）の構成比

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

１１ 

 平成３１年１月１日現在 住民基本台帳人口：３５，５５６人 

 平成３０年１月１日現在 住民基本台帳人口：３６，２７５人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．市民一人あたりでみる決算 

◆市民一人あたりの歳入決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

3,766,685 105,937 3,871,540 106,727 ▲ 790 ▲ 0.7

424,650 11,943 420,538 11,593 350 3.0

874,783 24,603 870,281 23,991 612 2.6

11,144 313 9,983 275 38 13.8

13,928,621 391,738 13,996,084 385,833 5,905 1.5

2,343,465 65,909 2,062,912 56,869 9,040 15.9

2,674,695 75,225 2,533,954 69,854 5,371 7.7

44,263 1,245 51,973 1,433 ▲ 188 ▲ 13.1

1,803,123 50,712 1,023,948 28,227 22,485 79.7

341,698 9,610 425,474 11,729 ▲ 2,119 ▲ 18.1

4,317,421 121,426 4,939,001 136,154 ▲ 14,728 ▲ 10.8

1,006,577 28,310 1,017,200 28,041 269 1.0

31,537,125 886,971 31,222,888 860,727 26,244 3.0

◆市民一人あたりの市税決算額

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

1,488,504 41,864 1,564,145 43,119 ▲ 1,255 ▲ 2.9

個 人 分 1,288,141 36,229 1,344,630 37,068 ▲ 839 ▲ 2.3

法 人 分 200,363 5,635 219,515 6,051 ▲ 416 ▲ 6.9

1,917,452 53,928 1,945,203 53,624 304 0.6

142,120 3,997 140,139 3,863 134 3.5

202,801 5,704 205,492 5,665 39 0.7

552 16 499 14 2 14.3

15,256 429 16,062 443 ▲ 14 ▲ 3.2

3,766,685 105,937 3,871,540 106,727 ▲ 790 ▲ 0.7

固 定 資 産 税

市 民 税

市　税　項　目

合　　　　計

入 湯 税

鉱 産 税

市 た ば こ 税

軽 自 動 車 税

市 税

歳　入　項　目

合　　　　計

そ の 他

市 債

諸 収 入

繰 入 金

財 産 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金

各 種 交 付 金

地 方 譲 与 税

平成30年度 平成29年度 一人あたり前年度対比

平成30年度 一人あたり前年度対比平成29年度
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◆市民一人あたりの歳出決算額（款別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

議 会 費 205,547 5,781 200,506 5,527 254 4.6

総 務 費 4,005,593 112,656 4,167,241 114,879 ▲ 2,223 ▲ 1.9

民 生 費 7,408,927 208,373 7,478,415 206,159 2,214 1.1

衛 生 費 3,096,665 87,093 3,442,036 94,887 ▲ 7,794 ▲ 8.2

労 働 費 68,100 1,915 68,100 1,877 38 2.0

農 林 水 産 業 費 2,630,629 73,986 2,657,994 73,273 713 1.0

商 工 費 599,955 16,874 589,213 16,243 631 3.9

土 木 費 2,788,116 78,415 3,208,221 88,442 ▲ 10,027 ▲ 11.3

消 防 費 1,117,472 31,429 1,123,408 30,969 460 1.5

教 育 費 1,884,019 52,987 2,212,008 60,979 ▲ 7,992 ▲ 13.1

災 害 復 旧 費 1,652,203 46,468 195,774 5,397 41,071 761.0

公 債 費 4,833,143 135,930 4,827,891 133,091 2,839 2.1

諸 支 出 金 378,787 10,653 393,426 10,846 ▲ 193 ▲ 1.8

合　　　　計 30,669,156 862,559 30,564,233 842,570 19,989 2.4

◆市民一人あたりの歳出決算額（性質別）

決算額（千円） 一人あたり（円） 決算額（千円） 一人あたり（円） 増減額（円） 増減率（％）

人 件 費 4,029,843 113,338 3,945,415 108,764 4,574 4.2

物 件 費 3,837,624 107,932 4,066,435 112,100 ▲ 4,168 ▲ 3.7

維 持 補 修 費 68,853 1,936 87,628 2,416 ▲ 480 ▲ 19.9

扶 助 費 3,649,359 102,637 3,826,788 105,494 ▲ 2,857 ▲ 2.7

補 助 費 等 3,955,804 111,256 4,034,146 111,210 46 0.0

普 通 建 設 事 業 費 5,201,986 146,304 6,055,156 166,924 ▲ 20,620 ▲ 12.4

災 害 復 旧 事 業 費 1,672,370 47,035 195,774 5,397 41,638 771.5

公 債 費 4,757,402 133,800 4,744,604 130,795 3,005 2.3

積 立 金 378,776 10,653 393,410 10,845 ▲ 192 ▲ 1.8

投 資 及 び 出 資 金 0 0 51,948 1,432 ▲ 1,432 ▲ 100.0

貸 付 金 164,649 4,631 172,411 4,753 ▲ 122 ▲ 2.6

繰 出 金 2,952,490 83,038 2,990,518 82,440 598 0.7

合　　　　計 30,669,156 862,559 30,564,233 842,570 19,989 2.4

歳　出　項　目
平成30年度 平成29年度 一人あたり前年度対比

歳　出　項　目
平成30年度 平成29年度 一人あたり前年度対比
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◆市民一人あたりの市債残高

残高（千円） 一人あたり(円) 残高（千円） 一人あたり(円) 増減額（円） 増減率（％）

一 般 会 計 38,721,310 1,089,023 38,994,381 1,074,966 14,057 1.3

住 宅 資 金 特 別 会 計 2,584 73 4,437 122 ▲ 49 ▲ 40.2

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 4,883,718 137,353 5,175,471 142,673 ▲ 5,320 ▲ 3.7

農業集落排水事業特別会計 2,795,697 78,628 2,963,609 81,698 ▲ 3,070 ▲ 3.8

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 493,587 13,882 467,538 12,889 993 7.7

合　　　　計 46,896,896 1,318,959 47,605,436 1,312,348 6,611 0.5

会　　　　計
平成30年度末 平成29年度末 一人あたり前年度対比
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参　考　資　料

（単位：千円）

特定財源 一般財源

障害者福祉
　・自立支援事業など

997,643 732,993 264,650

高齢者福祉
　・養護老人ホーム入所措置事業など

319,403 62,659 256,744

児童福祉
　・保育所管理運営事業など

2,600,036 1,011,916 1,588,120

生活保護
　・生活保護扶助事業など

346,830 279,886 66,944

その他
　・社会福祉協議会支援事業など

133,564 36,028 97,536

国民健康保険事業

介護保険事業

後期高齢者医療事業

医療
　・医療対策事業など

968,831 263,173 705,658

感染症その他の疾病予防対策
　・感染症予防事業など

109,112 1,352 107,760

健康増進対策
　・健康診査事業など

34,558 3,004 31,554

7,018,416 2,776,288 4,242,128

※上記の事業費は、事務費や事務職員の人件費等を除いています。

区　　　　　分 事業費

財　源　内　訳

社
会
福
祉

保
健
衛
生

社
会
保
険

1,508,439 385,277 1,123,162

合　　　　　計

地方消費税交付金の増収分の使途について

平成26年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ引き上げられたことに伴う地方消費

税交付金の増収分については、その使途を明確化し、「消費税法第１条第２項に規定する経費（年金、

医療、介護及び少子化対策）その他の社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）

に要する経費に充てるものとする」とされています。

増収分は、次のとおり、社会保障関係経費に要する一般財源の一部として活用しました。

平成３０年度 地方消費税交付金（社会保障財源化分） 285,789千円

参考 …地方消費税交付金総額 682,977千円
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≪特別会計≫

特別会計決算の概要（平成30年度）

≪公営企業会計≫

公営企業会計決算の概要（平成30年度損益計算書）

（単位：千円）

≪比和財産区特別会計≫

比和財産区特別会計決算の概要（平成30年度）

特 別 利 益 0 0

91

繰越財源
Ｄ

実質収支

繰越財源
Ｄ

0

0

0

Ｅ＝Ｃ－Ｄ

642

0

146

25

112,717

172

歳出決算額

Ａ
歳入決算額

6,407,919

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 208,856

（単位：千円）

（単位：千円）

2,450 91

形式収支

28,211

23,104

67

0

1,4300

0

232,759

1,543

800

826

0

Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ

12,682,933

形式収支
Ｃ＝Ａ－Ｂ

実質収支
Ｅ＝Ｃ－Ｄ

区　　　　分

介 護 保 険 特 別 会 計

839,181

合　　　　計

工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 35,637

384,145

12,945,647

介 護 保 険 サ ー ビ ス 事 業 特 別 会 計

宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 664,732

会　計　名
歳入決算額

Ａ

歳出決算額
Ｂ

比 和 財 産 区 特 別 会 計 2,541

当 年 度 純 利益 （純 損失 (▲ )）

経 常 利 益 （ 経 常 損 失 ( ▲ ) ）

特 別 損 失

122,332

0

122,332

営 ( 医 ) 業 収 益

(171,517)

営 ( 医 ) 業 費 用

(うち一般会計等繰入金)

( う ち 企 業 債 支 払
利 息 及 び 取 扱 諸 費 )

営 ( 医 ) 業 利 益 （ 損 失 ( ▲ ) ）

営 ( 医 ) 業 外 収 益

営 ( 医 ) 業 外 費 用

(81,091)

休 日 診 療 セ ン タ ー 特 別 会 計 12,074 12,074

70,005

4,134,338国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 4,247,055

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
（ 直 診 勘 定 ）

住 宅 資 金 特 別 会 計 5,974 5,828

歯 科 診 療 所 特 別 会 計 25,242 25,217

69,833

146

112,717

25

0

262,714

6,784

0

29,955

0

0

0

0

114,458

1,430

7,426

0

172

114,458

0

127

24,647

867

826

814,534

383,278

208,030

0

水道事業 病院事業

663,302

6,293,461

44,700

127

44,700

72,710

0

72,710

(7,767)

468,039

▲ 262,879

941,181

678,302

▲ 72,468

1,252,978

1,180,510

32,208

(141,634)

177,386

82,828

参 考 資 料 
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各基金残高（平成30年度末） （単位：千円）
29年度末残高 30年度末残高 30年度中の異動

(H30.3.31) (H31.3.31)

A B C＝B-A

4,824,728 4,375,781 ▲ 448,947 3,825,781

2,254 731 ▲ 1,523 731

3,340,805 3,272,056 ▲ 68,749 3,049,701

4,523 3,532 ▲ 991 3,532

7,510 7,510 0 7,510

2,287 2,287 0 2,287

749 677 ▲ 72 677

143 0 ▲ 143 －

192 2,128 1,936 2,128

20,817 23,467 2,650 19,817

749,034 285,133 ▲ 463,901 195,427

148,042 188,065 40,023 258,065

18,755 14,456 ▲ 4,299 11,356

57,752 57,759 7 148,310

200,397 200,698 301 201,008

80,777 80,898 121 81,022

61,364.37㎡ 60,946.92㎡ ▲ 417.45㎡ 60,946.92㎡

194,262 167,128 ▲ 27,134 167,128

現 金 92,392 119,538 27,146 119,538

120,881 86,857 ▲ 34,024 86,857

61,364.37㎡ 60,946.92㎡ ▲ 417.45㎡ 60,946.92㎡

194,262 167,128 ▲ 27,134 167,128

現金（ ※ ） 9,672,038 8,721,573 ▲ 950,465 8,013,747

　※現金には有価証券を含む。

庄原市 上野 公園 及び 胸像 管理 基金

基　　金　　名
【参考】令和元年
7月31日現在残高

庄 原 市 財 政 調 整 基 金

庄 原 市 減 債 基 金

庄 原 市 地 域 振 興 基 金

庄 原 市 浄 化 槽 整 備 基 金

庄原市ふるさと・水と土の保全基金

庄 原 市 大 富 山 城 築 城 450 年 記 念 基 金

庄 原 市 妹 尾 基 金

庄 原 市 奨 学 金 基 金

庄 原 市 学 校 施 設 整 備 基 金

ふ る さ と 応 援 寄 附 基 金

庄 原 市 過 疎 地 域 自 立 促 進 基 金

庄 原 市 国 民 健 康 保 険 財 政 調 整 基 金

庄 原 市 国 民 健 康 保 険 総 領 診 療 所 基 金

庄 原 市 介 護 給 付 費 準 備 基 金

庄 原 市 農 業 集 落 排 水 事 業 減 債 基 金

庄 原 市 土 地 開 発 基 金

土 地

庄 原 市 比 和 財 産 区 基 金

基 金 残 高 合 計

土 地

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 考 資 料 
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参 考 資 料 

◆平成30年度　性質別・目的別決算額(普通会計） （単位：千円）

歳　出　項　目 議 会 費 総 務 費 民 生 費 衛 生 費 労 働 費
農 林 水
産 業 費

商 工 費 土 木 費

人 件 費 189,469 1,723,224 804,183 240,730 237,708 128,913 283,906

物 件 費 10,132 784,283 410,534 906,290 81,897 208,533 334,363

維 持 補 修 費 6,189 5,410 3,541 2,863 4,016 27,421

扶 助 費 3,577,386 2,644

補 助 費 等 5,436 562,576 308,918 747,500 100 1,093,420 146,883 26,292

普 通 建 設 事 業 費 235 909,577 237,793 1,128,078 921,874 80,372 1,687,560

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

積 立 金 376,840

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金 6,000 1,500 30,121 68,000 28,910

繰 出 金 11 2,117,223 72,030 302,371 451,467

合 計 205,272 4,368,700 7,462,947 3,130,934 68,100 2,640,133 597,627 2,811,009

（単位：千円）

歳　出　項　目 消 防 費 教 育 費
災     害
復 旧 費

公 債 費 合    計

人 件 費 69,035 352,824 4,029,992

物 件 費 30,184 1,098,799 3,865,015

維 持 補 修 費 801 18,612 68,853

扶 助 費 69,329 3,649,359

補 助 費 等 959,120 105,916 3,956,161

普 通 建 設 事 業 費 58,332 181,513 5,205,334

災 害 復 旧 事 業 費 1,672,370 1,672,370

公 債 費 4,759,398 4,759,398

積 立 金 1,936 378,776

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金 30,118 164,649

繰 出 金 2,943,102

合 計 1,117,472 1,859,047 1,672,370 4,759,398 30,693,009


